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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」，「Ⅴ-2-1-11 機器・配管の耐

震支持設計方針」及び「Ⅴ-2-1-13-6 管の耐震性についての計算書作成の基本方針」に基

づき，管，支持構造物及び弁が設計用地震力に対して十分な構造強度又は動的機能を有し

ていることを説明するものである。 

評価結果記載方法は以下に示す通りである。 

 (1) 管 

工事計画記載範囲の管のうち，各応力区分における最大応力評価点の評価結果を解析

モデル単位に記載する。また，全 4 モデルのうち，各応力区分における最大応力評価点

の許容値／発生値（裕度）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図，計算条件及び

評価結果を記載する。代表モデルの選定結果及び全モデルの評価結果を 4.2.4 に記載す

る。 

 (2) 支持構造物 

工事計画記載範囲の支持点のうち，種類及び型式ごとの反力が最大となる支持点の評

価結果を代表として記載する。 

 (3) 弁 

機能確認済加速度の応答加速度に対する裕度が最小となる動的機能維持要求弁を代表と

して評価結果を記載する。 
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3.4 設計用地震力 

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設備評価用床応答曲線を下表に

示す。 

なお，設備評価用床応答曲線は添付資料「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基

づき策定したものを用いる。また，減衰定数は添付資料「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方

針」に記載の減衰定数を用いる。 

鳥瞰図 建物・構築物 標高 
減衰定数 

(%) 

IA-19 原子炉建屋 

IA-28 原子炉建屋 
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